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1．はじめに
　中央教育審議会（2016）は「新しい時代の教育
に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築の
ための学校における働き方改革に関する総合的
な方策について（答申）」（平成 31 年 1 月 25 日）

（以下，「答申」という。）を公表し，その後「学
校における働き方改革に関する取組の徹底につい
て（通知）」（平成 31 年 3 月 18 日）を通知してい
るように，教員の働き方改革は喫緊の課題であ
る。学校現場では，タイムカードによる勤務時間
管理，部活動の縮減，行事の精選，会議の精選，
外部人材の活用による教員の時間の創出など，教
員の勤務時間の見直しや業務の見直しが推進され
ている。ただし，勤務時間の見直しや業務の効率
化を図ることは手段にすぎず，それを教師の指導
力向上ひいては教育の向上につなげていくことが
今般の働き方改革の目的である。

　また，近年の若年教員の割合の増加に伴い，若
手教員の指導力を担保するという課題を踏まえた
働き方改革の推進が必要である。若手教員の育成
にあたっては，答申で謳われているように，管理
職のマネジメントのもと，主幹教諭や指導教諭が
重要な役割を果たすことは論を待たない。この点
に関して，教職大学院のミドルリーダーコースに
所属する現職教員による若手教員支援の研究が蓄
積されつつある。若手教員の指導力向上が，研修
時間の過度な増加等に支えられているようでは，
今般の働き方改革に逆行してしまう恐れもある。
働き方改革という視点からは，「成果」だけでな
く「効率」をも含めた「コストパフォーマンス」
という観点から，主幹教諭や指導教諭の若手教員
に対する支援の在り方や具体的取組を明らかにす
る必要がある。
　働き方改革や若手教員支援の取組は，全国の学

　大量退職・大量採用により若手教員が増加し，若手教員の指導力を担保するという人材育成の課題を踏ま
えながら，働き方改革を推進していくことが求められている。働き方改革を進めるにあたっては，学校の組
織運営体制の在り方等が問われており，教師一人一人，学校，教育委員会が一体となって業務改善や人材育
成に取り組む必要がある。本研究では，九州各県及び政令指定都市等の教育委員会に協力をいただき，「主
幹教諭及び指導教諭による若手教員の支援事例と働き方改革への効果」に関する訪問調査を実施した。16
校の小中学校を訪問し，校長，主幹教諭及び指導教諭，若手教員から聞き取り調査を行った。その調査結果
をもとにして，働き方改革につながる若手教員支援の取組事例集を取り纏め，主幹教諭及び指導教諭の若手
教員支援に関する役割モデルの構築を行った。
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校において学校規模や地域性に応じて，多様な状
況が見られる。働き方改革に関しては，共通にい
かせる「コア」となるアイデアとともに，当該の
地域や学校に生かせそうな「オプション」として
のアイデアも併せて参照できる仕組みがあれば，
各学校の働き方改革に資すると考えられる。実
際，九州教員研修支援ネットワークにおいて，情
報共有や協議の要望があるなど，働き方改革に関
する多くの取組のアイデアやリソースが求められ
ているところである。働き方改革のアイデアを個
別の学校や個人で検討することも重要であるが，
スケール・メリットも生かしつつ優れた取組事例
を収集し，共有していくことで，効果的・効率的
な教育力向上につながると考えられる。

2．研究の目的
　本研究では，九州各県及び政令指定都市等の教
育委員会と協力し，「主幹教諭及び指導教諭によ
る若手教員の支援事例と働き方改革への効果」に
関する訪問調査を実施し，若手教員支援の働き方
改革につながる取組事例を取組事例集として取り
纏めるとともに，主幹教諭及び指導教諭の支援に
関する役割のモデル（以下，「役割モデル」と表
記する。）を構築し，教育委員会等で実施される
翌年度以降の関連する研修に資することを目的と
する。その目的は，次の 2 つに整理される。
＜目的 1 ＞
　若手教員支援の働き方改革につながる取組事例
を取組事例集として取り纏めるとともに，主幹教
諭及び指導教諭の支援の役割モデルを構築するこ
と。ただし，調査対象は義務教育段階とする。
＜目的 2 ＞
　作成した取組事例集や役割モデルを，九州地区
内外に提供し，翌年度の主幹教諭及び指導教諭を
対象とした研修等での活用を促す。

3．研究の実際
3.1　働き方改革に関する国の動向調査から

（1）働き方改革に関する国の動向
　2015 年 7 月から 2019 年 3 月までの間に教職員
の業務実態調査や教員勤務実態調査及び文部科学
省から出された通知やガイドラインなど働き方改
革に関するものが数多く出されている。このこと
からも，学校における働き方改革等の取組は国を
挙げた非常に重要なものであると言える。
　平成 29 年 6 月，中央教育審議会において文部
科学大臣からの諮問を受け，初等中等教育分科会

「学校における働き方改革特別部会」で議論を進

め，平成 31 年 1 月に「答申」がまとめられた。
　「答申」では，「‘子供のためであればどんな長
時間勤務もよしとする’という働き方は，教師と
いう職の崇高な使命感から生まれるものである
が，その中で教師が疲弊していくのであれば，そ
れは‘子供のため’にはならないものである。教
師のこれまでの働き方を見直し，教師が日々の生
活の質や教職人生を豊かにすることで，自らの人
間性や創造性を高め，子供たちに対して効果的
な教育活動を行うことができるようになるとい
う，今回の働き方改革の目指す理念を関係者全員
が共有しながら，それぞれがそれぞれの立場でで
きる取組を直ちに実行することを強く期待する。」

（p.2）と述べられている。つまり，子供たちに対
して効果的な教育活動を行うことができることが
重要な目標なのである。そのために，教師自らが
人間性や創造性を高めること，授業改善の時間や
児童生徒に接する時間等を生み出すこと，子供た
ちに最前線で関わる教師の健康と命を守る観点か
らも，これまでの働き方（長時間勤務をよしとす
る意識）を見直すこと，地域や家庭等との連携を
強化することなどが求められている。

（2）教員勤務実態調査（平成 28 年度）から
　文部科学省（2018a）の教員勤務実態調査の分
析結果において，まず，「年齢構成」を見ると，
10 年前の平成 18 年度調査と比較して，今回調査
では 30 歳以下の割合が高く，41 ～ 50 歳の割合
が低くなっている。「この年齢構成の違いが，勤
務時間の違いに影響する可能性がある。」（p.8）
と指摘されている。一方，30 歳以上 50 歳未満の
主幹教諭・指導教諭を含む中堅教員が少なくなっ
ており（p.8），学校現場が抱えている年齢構成の
二極化，中間層の空洞化が顕著であり，若手教員
支援を含めた人材育成の在り方や校務運営の担い
手である主幹教諭（ミドルリーダー）の育成につ
いての検討が急務となっていることがわかる。
　次に，「教諭の 1 日当たりの勤務時間の時系列
変化（平日の勤務時間）」の項目では，職種別に
平成 18 年度と比較すると，小・中学校ともいず
れの職種においても勤務時間が増加している。特
に，30 歳以下の階層では学内勤務時間が 1 日当
たり 12 時間近くに上っており，教諭の中でも最
も学内勤務時間が長い年齢階層と言える。他の階
層でも平成 18 年度調査より大幅に増加しており，
約 11 時間となっている。このように，教諭にお
ける 30 歳以下の若年層では，働き方に関する課
題も多いことがうかがえる。時間的負担が増えて
いる要因を把握し，改善していく方向性を示す必
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要がある。
　さらに，文部科学省（2018b）の「公立小・中
学校教員勤務実態調査研究」報告書においても，
次のような比較分析がなされている。
＜教員の勤務実態に関する基本分析＞
〇 1 日当たりの勤務時間の変化（p.46）
・前回調査（平成 18 年度）と比較して，平日・
土日ともに，いずれの職種でも勤務時間が増加。
教諭（主幹教諭・指導教諭を含む。本章以下同
様）については，1 日当たり，小学校平日 43 分・
土日 49 分，中学校平日 32 分・土日 1 時間 49 分
の増加。
・1 週間当たりの学内総勤務時間について，教諭
のうち，小学校は 55 ～ 60 時間未満，中学校は
60 ～ 65 時間未満の者が占める割合が高い。
〇 1 日当たりの学内勤務時間の内訳（p.56）
・前回調査と比較して，平日については，小学校
教諭では，①授業時間（27 分），②学年・学級経
営（9 分），③授業準備（8 分）の増加。中学校教
諭では，①授業（15 分），②授業準備（15 分），
③成績処理（13 分），④学年・学級経営（10 分）
の増加。
・土日については，中学校教諭では，部活動（1
時間 3 分），成績処理（10 分）が増加している。
＜学校の指導・運営体制等と教員の勤務時間の関
係に関する分析＞（p.58）
〇週 60 時間以上 / 未満の教諭で個人差が生じて
いる業務内容
・勤務時間が長時間化している教員は，小学校で
は「授業準備」「学校行事」「成績処理」，中学校
では「部活動・クラブ活動」「授業準備」「学校行
事」「学年・学級経営」「成績処理」において教諭
間の差が大きい。
・小中学校共に，教員 1 人当たりの児童生徒数が
少ないことは「総勤務時間」の減少につながって
いる。
　この結果から，週 60 時間以上 / 未満のどちら
のグループでも「授業」や「生徒指導」には，ほ
ぼ同じぐらい時間をかけ取り組んでいる。勤務時
間が長時間化している教員は，小学校では，「授
業準備」「学校行事」「成績処理」，中学校では，

「部活動」「授業準備」「学校行事」「学年・学級経
営」「成績処理」に時間を多くとられているとい
う結果が出ている。さらに，これらのことは教諭
の特性（属性）に起因するとの記述が見られる。
具体的には，平均年齢が低いと総勤務時間数が長
く，高いと短いという結果である。ここに今の学
校が抱える課題が集約されていると考える。経験

の有無を時間で補っている現実がある。また，多
くの若手教員が抱く教師としての使命感から「授
業にやりがいをもち，もっと児童生徒のために授
業準備に時間をかけたい」という思いが勤務時間
の感覚をゆがめている可能性がある。
　一方，初任者や教員へ指導・助言を行う教頭・
主幹教諭も学内勤務時間は 11 時間を超えている
現状にある。若手教員のみならず管理職や主幹教
諭等ミドルリーダーも多忙であり，時間に余裕が
ない状況にあるとも言える。
　働き方改革の取組を契機に，児童生徒と向き合
う時間を生み出すために業務を精選し，削減する
こと，若手教員を指導するため組織的な体制を整
備することが求められている。

3.2　訪問調査の目的と方法
（1）調査目的
　九州各県及び政令指定都市教育委員会の協力を
得て，主幹教諭及び指導教諭による若手教員支援
の事例を調査する。その結果を取組事例集として
取り纏めるとともに，主幹教諭及び指導教諭の支
援に関する役割モデルを構築する。役割モデルの
構築に際しては，ＰＭ理論等のリーダーシップ行
動論の観点を参考にする。

（2）調査方法
　調査に当たっては，包括的な質問紙調査による
教育現場の負担増を避けるため，各県等教育委員
会の情報提供に基づき，働き方改革や若手教員支
援等に係る優れた取組を行っている，あるいは，
行いつつある学校を訪問し，校長，主幹教諭，指
導教諭，若手教員に訪問聞き取り調査を実施し
た。

（3）調査校の選定及び調査対象者
　九州教員研修支援ネットワークの情報網を活用
して，各県等の教育委員会に対し調査協力を依頼
した。教育委員会から推薦を受けた学校（義務教
育課程）を直接訪問し，校長，主幹教諭及び指導
教諭，若手教員の 3 者に直接聞き取り調査を行っ
た。ただし，日程等の都合により，校長，主幹教
諭及び指導教諭，若手教員の 3 者全てに聞き取り
調査（取材）ができなかった学校もある。
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（4）訪問調査の学校と取組の概要
　訪 問 期 間：令和元年 10 月下旬から 12 月中旬
　訪問調査校： 小学校 8 校，中学校 7 校，義務教

育学校（後期課程）1 校
　学 校 規 模：

小学校（全 8校） 中学校，義務教育学校
後期課程（全 8校）

12 学級未満� 1 校
12 学級～ 18 学級� 4 校
19 学級以上� 3 校

12 学級未満� 1 校
12 学級～ 18 学級� 7 校
19 学級以上� 0 校

　令和元年 8 月各教育委員会からの推薦内容に基
づいてまとめたものが表 1，表 2 である。

表 1　小学校における取組の概要
若手教員支援，人材育成，業務改善の取組

Ａ
学
校

・教員の意識と力を発揮させるための校内研修
を工夫している（ショートの校内研修・業務改
善アンケート・業務の見える化等）。
・学校力を高める組織マネジメントを工夫して
いる（チーム制・打合せの確保）。

Ｂ
学
校

・校長のリーダーシップのもと，働き方改革を
推進している。
・行事等の精選や効率化，超過勤務時間の可視
化，時間外電話の対応改善等。

Ｃ
学
校

・働き方改革の趣旨を踏まえ，管理職（校長，
副校長，教頭）の指導の下，主幹教諭 2名体制
により若手教員の指導を組織的に行い，成果を
上げつつある。

Ｄ
学
校

・県の「学校における働き方改革推進プラン」
の趣旨に基づき，働き方改革推進モデル校とし
て，働き方改革を推進している学校。

Ｅ
学
校

・前例踏襲ではなく，教員が子どもと向き合う
時間や授業準備の時間の確保に向けた取組を積
極的に行っている。1学期末には，これまでの
取組を含めて振り返り，職員からの業務改善ア
イデアアンケートを実施している。2学期以降，
その内容を踏まえ，職員の意見・アイデアを生
かしながら業務改善に取り組む予定。

Ｆ
学
校

・諸会議運営の効率化や共通実践のための共有
化の手だてをとるとともに，一人一人にスク
ラップアンドビルドの発想を大切にし，働き方
改革の取組を進めている。管理職の指導の下，
教師自身のキャリアデザインとライフデザイン
の明確化を図り，年次研修への積極的支援及び
組織的対応を行い，若手教員へのOJT を推進
している。

Ｇ
学
校

・教員の時間意識の向上推進やそのための職場
環境の整備に取り組んだ。
・試行的にスクール・サポート・スタッフの配
置を行った。

Ｈ
学
校

・教育課程の工夫による教員の情報交換の場の
確保・若手育成のための OJT 研修の充実（授
業参観・ミニ研究会，自主研修等の実施）。
・タブレットを活用したペーパーレス化の推進
等。

表 2　中学校等における取組の概要
若手教員支援，人材育成，業務改善の取組

Ｉ
学
校

・担任，副担任制を廃止し，全員担任制（学級
２人担任）を取り入れている。
・年５回の中間・期末考査を年７回の到達度テ
ストに変更した。

Ｊ
学
校

・定時退勤の推進や ICT 利活用，テレワーク
による業務の効率化。
・管理職の業務改善等。

Ｋ
学
校

・働き方改革の趣旨を踏まえ，管理職（校長，
副校長，教頭）の指導の下，主幹教諭と連携し
若手教員の指導を行い，成果を上げつつある。

Ｌ
学
校

・県の「学校における働き方改革推進プラン」
の趣旨に基づき，働き方改革推進モデル校とし
て，働き方改革を推進している学校。

Ｍ
学
校

・在校時間の削減に向けて，職員が継続的に意
識することができるように掲示物を作成した
り，ＰＴＡや地域の方々に理解を得たりしなが
ら，管理職が中心となって取組を進めている。

Ｎ
学
校

・働き方改革の趣旨を踏まえ，学校運営の方針
として①生徒を中心に据え，生徒のためになる
教育活動を創造する②無理・無駄・ムラをなく
す③教師としての力量を高め合うことを大切に
する，の３点を掲げ，経験年数や職層における
役割を明確にし，校長を OJT 全体責任者，教
頭を OJT 推進責任者，教務主任・主幹教諭を
OJT指導担当者としてOJTを推進している。�

Ｏ
学
校

・業務の見える化によるスケジュール管理の実
践や教員の時間意識の向上推進に取り組んだ。
・試行的に時間外の留守番電話対応を実施し
た。

Ｐ
学
校

・タブレットを活用した，会議資料のペーパー
レス化・校務支援システムを利用した文書処理
の工夫。
・PTAと連携した働き方改革の推進等。

（5）調査及び調査の流れ
　訪問前には，事前に以下の質問項目を送付し，
それに沿ってインタビュー方式で調査した。
＜調査項目＞
　（1 ）学校の概要について（生徒数，学級数，職

員数，年齢構成等）
　（2 ）学校の教育目標や経営方針について（重点

目標や特色ある取組）
　（3）学校における働き方改革の取組について
　（4 ）若手教員支援などの人材育成の取組について
＜インタビューの流れ＞
　① 　学校で取り組んでいる働き方改革（人材育

成）に関する具体的取組
　② 　具体的な取組内容。取組におけるミドル

リーダーの果たす役割
　③　②の取組を考案したきっかけやねらい
　④　取組の具体的な手立て
　⑤　取り組む前と後の変化（Before と After）
　⑥　取組についての効果や課題，感想等

3.3　調査結果
インタビュー調査から得られた 12の取組事例
　各学校における若手教員支援，人材育成，業務
改善の取組についてのインタビュー調査をもとに
キーワードで整理分類した。その結果，若手教員
支援の働き方改革につながる効果的な取組を 12 
の取組事例として以下のように整理し，まとめた。
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取組 1：全教員で行うメンターチーム方式の取組
　従来実施していた，初任者研修では 1 対 1 指導
のような個別の指導体制をやめ，校内研修における
テーマ研修の取組に初任者研修の機能を合わせて
テーマ研修と初任研を同時に行うメンターチーム研
修により若手教員支援を行う取り組みである。

取組 2：教科部を活用した授業力量向上で若手支
援の取組
　小・中学校において教科部会を組織し，若手教
員が先輩教員から教科指導力を高める場として活用
していく取り組みである。先輩教員・若手教員のつ
ながりが生まれ両方の持ち味を生かす機会や若手
教員の授業力量向上に直結する取り組みである。

取組 3：低・中・高学年チーム制導入の取組
　小学校の小規模校で個業化しやすい状況となっ
たり，業務負担が偏ったりすることを打破するため
に学年の枠を外し，新たに低・中・高学年の研修
チームに再編成してチーム化を図り，学校力を向上
させる取り組みである。

取組 4：サブミドルリーダー育成で若手教員支援の
取組
　中学校の大規模校で主幹教諭や指導教員の役割
が増大し，細かなところまで指導が届かない現状を
補完するため，サブミドルリーダーを位置づけ，初
任者の兄姉的相談相手として若手教員を支援してい
く。主幹教諭は，サブミドルリーダーや初任者等若
手教員とトライアングル関係を作って調整・見守りな
がら支援していく取り組みである。

取組 5：教員のペアリングを工夫した OJT 研修の取組
　若手教員（メンティ）支援と先輩教員（メンター）
の能力育成を同時に行う人材育成システムである。
校長は教員のキャリアステージと個性に基づき意図
的にマッチングさせる，メンティ教員とメンター教員
の双方にプラスの相乗効果をもたらす取り組みであ
る。主幹教諭は，若いメンター・メンティのペアを
引っ張りながらそれぞれの能力開発を支援する OJT
研修の取り組みである。

取組 6：指導の可視化で効率化を図る取組
　授業モデルやマニュアルを作成するなど指導の可
視化を図り，指導や業務の効率化を図る取り組みで
ある。若手教員が悩む授業の流れや型の理解を支
援していく取り組みである。

取組 7：教員の育成指標を活用した校内人材育成の取組
　若手教員には学び続ける教員としてのキャリアデ
ザインをもたせる必要がある。そのために必要な教
員としての資質能力は何であるかを教員の育成指標
を通じてとらえさせていく取り組みである。主幹教
諭は，率先垂範の姿勢で初任者と関わりながら若手
教員支援を行う。

取組 8：若手教員の発想で企画する研修会の取組
　若手教員の指導力向上のためには，研修ニーズを
とらえたインフォーマルな研修の場を設定することも
重要である。若手教員が自らの発想を生かした研修
会を企画・運営することは，仕事へのやる気と主体
性を生み出す原動力となる取り組みであり，主幹教
諭は先輩と若手をつなぐパイプ役（裏方）として支
援を行う。

取組 9：主幹教諭の目配り気配り心配りが働き方を
変える取組
　主幹教諭は指導者として直接若手教員に指導す
る場合も多いが，同時に学校全体を俯瞰しながら見
守ることも大事である。若手教員の働く環境を整え，
教員が業務を抱え込まない，誰にでも相談できる環
境を整えながら支援を行う取り組みである。

取組 10：一部教科担任制（小学校専科）導入の取組
　若手教員支援は教員の関係や業務分担だけで
はなく，学校のシステムを変えることも重要である。
小学校における教科担任制を一部高学年に導入す
ることで，高学年担任にゆとりが生まれ，そのゆと
りを活用して若手教員支援に関わる取り組みであ
る。主幹教諭は在籍校の強みは何か，何をすべき
かを考え，選択と集中を実施する取り組みである。

取組 11：働き方改革「校内研修」・「職員アンケート」
で教員の参画意識を高める取組
　働き方改革や業務改善を一方的なトップダウンで
実施せず，教員の考えを出し合う場を設定するなど
参画意識を高める取り組みで若手教員を支援する取
り組みである。主幹教諭は，安心して何でも言える
雰囲気を醸成し，学校の教育力の向上につなげる。

取組 12：1 学級 2 人担任制導入の取組
　中学校で 1 学級 2 人担任制を導入し，担任・副
担任という役割を廃止し，業務の平準化を図りなが
ら若手教員支援を行う取り組みである。主幹教諭
は，教員が，業務を同時に進めることで同僚性は一
層育まれることを念頭に支援を行う。
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　以上の 12 の取組について，学校の状況や課題，
具体的取組，取組の成果を具体的な事例をもとに

整理したものが下記表 3 である。

表 3　12 の取組における学校の状況や課題，具体的取組，取組の成果の整理表 3 12 の取組における学校の状況や課題，具体的取組，取組の成果の整理 
番
号 

取
組 

学校の状況や
課題 具体的取組 取組の成果 

1 

全
教
員
で
行
う
メ
ン
タ
ー
チ
ー
ム
方
式
の
取
組 

初任者研修で
の校内の協力
体制が不十分
である。 
◇以前は初任
者研修を指導
教員がほとん
どの役割を担
ってきた。 
◇初任者は指
導教員だけで
なく，様々な教
員から学びた
いと感じてい
る。 
◇多様な指導
内容や初任者
の増加により
指導教員への
負担も大きく
なっている。 
 

学校において，全教職員でメンターチームを構成し初任者
研修や若手教員支援に関わる人材育成の組織の構築 
〇メンターチーム方式で行う初任者研修 
 今まで初任者と指導教員とでマンツーマンで行われてい
た初任者研修を，意図的にメンターチームを編成し，計画
的，継続的な研修を行うことで，多くの教員を初任者指導
に関わらせながら，先輩教員（メンター）が中心となり「つ
ながりづくり」と「指導法の継承」を目的に継続的な研修と
して位置づけたように体制をととのえ行う OJT 研修であ
る。 
 先輩教員(メンター)には，初任者等に対して学習指導や生
徒指導の支援，業務への取り組み方の指導，校内の人間関
係の構築，不安や悩みの相談にのる等チームとしてきめ細
やかな支援を行う方式である。 
〇初任者研修と校内研修チーム研修の組み合わせた効果
的・効率的な研修の実施 
 調査校では，メンターチーム方
式の初任者研修と校内研修を組
み合わせた方式で研修を進めて
いる。具体的には，教員は 3 テー
マ班(外国語班，国語班，算数班)
に分かれ，各班の班長をリーダー
とし，初任者研修と校内研修とを
同時並行で行っていく仕組みを
構築。初任者３人を３班に１人ず
つ配置し，各班のチームリーダー
が初任者研修とテーマ研修の責
任者としての研修を進めていく
方式。研究組織の構成は，右図の
ような各学年から各班に参加す
るマトリックス型である。また，
チームリーダーには教科の専門
性をもった先輩教員を充て，強み
を発揮させる仕組みをとってい
る。 

メンターチーム方式のよ
さ 
【初任者のメリット】 
・複数の教員からの指導
が受けられる。 
・大規模校においても少
人数チームで研修でき
る。 
・外国語科や国語科など
専門的な教科学習の指導
方を深く学べる。 
・チームの教員の授業等
を参観しやすい。 
・コミュニケーションの
量が増える。 
【ミドルリーダーも育
成】 
 メンターチーム方式を
導入することで，校内研
修や初任者指導の枠を超
えて役割を分担しチーム
で実施することで，ミド
ルリーダーである研究主
任を育成する側面もあ
る。経験豊富な主幹教諭
やベテラン教員と協働で
実施することで，研究主
任も，ベテラン教員から
学ぶことができ，人材育
成につながるよさがあ
る。 

2 
教
科
部
会
の
活
性
化
を
図
り
，
授
業
力
量
向
上
を
目
指
し
た
若
手
教
員
支
援
の
取
組 

若手教員の悩
みを吸い上げ，
能力を発揮さ
せる場がない。 
◇教材研究が
うまく進まな
い。教科専門性
を高めたい。 
◇授業参観を
通して，実践的
に先輩の授業
技術を学びた
い。 
 

若手教員・先輩教員の持ち味を発揮できるような場として
の教科部会の推進 
(例 1)ＩＣＴの研究を行っている中学校の調査校では，「つ
なぐ」というキーワードに学校経営が進められた。タブレ
ットを活用した授業づく
りを通して若手教員の強
み(機器操作)と先輩教員
の強み（授業づくり）をつ
なぐことで，お互いの困
り感の解消に迫る取組が
行われている（右図）。 
(例 2)義務教育学校であ
る調査校では，小中学校教
員の持ち得る特長をいかし
専門性を発揮させるため 6
つの教科部会を組織し取組
が進められた。授業研究に
小中学校それぞれの教員が
個別に取り組むことが多か
った。そこで本校（義務教育
学校）では，前期（小）・後期課程（中）の教員が同じ職員
室にいる強みをいかして，6 つの教科部会を設定した(右
図)。そのことで，小学校教員のもつ児童生徒との関わり方
の技術と中学校教員のもつ教科専門性をお互いに高め合え
ると考え，取り組んでいる。 主幹教諭は，誰と誰とをつな
ぐのか，何と何をつなぐのか，そこを見定める力や計画を
実行に移していく力が必要である。 

・タブレット等 ICT を活
用する授業づくりをテー
マとしたことで，教科部
会において自分の考えや
授業づくりの悩みを出し
合う機会が増え，教員間
の相互理解が深まった。
さらに教科部会の時間だ
けでなく，すきま時間ま
で活用して若手と先輩教
員が，日常的に相談し合
う場面が増え，教員のコ
ミュニケーションが活性
化し，研修の効率化や研
修内容が充実につながっ
た。 
・個人での研究から 6 部
会（教科部）制でのチーム
を構成した研究体制にし
たことで，教員の専門性
が発揮される機会が増え
た。校種の壁を越え，参観
や協議が行えることで，
新たな視点が獲得でき，
さらに小中の教員間のコ
ミュニケーションが活発
になった。 
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3 

低
・
中
・
高
学
年
チ
ー
ム
制
導
入
の
取
組 

小学校教員の
業務量や進め
方に改善の余
地がある。 
◇学級担任の
勤務時間が長
い傾向にある。 
◇高学年担任
の勤務時間が
長い傾向にあ
る。 
◇小規模校で
は教員数が少
なく，個業的取
組になりやす
くなる。 
 
 
 

学校の実態に応じた機能的なチームを構築することが，効
果的効率的な校務運営につながるという発想から，学年か
ら学年部として低・中・高学年チーム制を組織した。 
〇近接学年を合わせた低・中・高学年チームの組織化 
・1 学年 1 学級の小規模校では，教材研究や学級事務など
悩みがあっても相談しづらい状況にあった。そこで，学年
という発想から近接学年でチームをつくり組織的に取り組
む仕組みを導入した。具体的には，6 学年を低・中・高の 3
チーム制に分け，若手教員をチームで支援できる仕組みを
整えた(右図)。   
 この取組においては，各チ
ームをマネジメントする主幹
教諭の役割が重要である。組
織を作り見守りだけではな
く，課題解決に向け，チーム組
織を機能させ見届けるという
重要な役割を主幹教諭は担っ
ている。積極的に各チームに
関わり，チームリーダーであ
る学年主任に助言をしたり，
相談にのりながら方向性を調
整・修正したりする力が求め
られる。また，チームの中だけ
では対応できないことは，他
のチームの力を借りるなどチ
ーム同士の連携がはかれるよ
う組織づくりを行っていく。 
 このチーム制の導入により，若手教員は悩みを相談する
機会が増え，また，各チームリーダーである学年主任は，若
手教員に細やかな指導ができるようになり，結果として若
手教員に時間の余裕が生まれ，業務改善にもつながってい
る。 

チーム制を導入して，教
員間の授業交流が活発に
なった。先輩教員は，自分
が実践した教材や資料を
若手教員に惜しげも無く
提供している。また，職員
室では若手教員の質問に
先輩教員は積極的に答え
ている。低・中・高のチー
ム制を機能させていくキ
ーパーソンは主幹教諭で
あり，各チームのミドル
リーダーである。全体を
見渡し，各学年チームの
バランスや教員の動向を
把握すること，学校の教
員が相互につながれるよ
うに，常に何が最善か，何
ができるかを考え先手を
打っていく役割が主幹教
諭やミドルリーダーには
求められている。 

4 
サ
ブ
ミ
ド
ル
リ
ー
ダ
ー
育
成
で
若
手
教
員
支
援
の
取
組 

主幹教諭等の
業務の多忙化
等に対応する。 
◇主幹教諭等
ミドルリーダ
ーに校務が集
中していて若
手教員とのコ
ミュニケーシ
ョンが少なく
なる。 
◇若手教員を
支援する中間
層（ミドルリー
ダー）の不足 
◇ミドルリー
ダーに余裕が
なく，若手教員
の育成に十分
関われない。 
 

年齢構成の二極化に対応し，若手教員と主幹教諭をつなぐ
次世代リーダー候補サブミドルリーダーの育成 
 大規模校である調査校では，ここ数年，毎年複数の初任
者が学校に赴任し，経験年数が６年以下の教員が学校の過
半数になるような状況である。学校運営のキーパーソンと
しての主幹教諭・指導教諭は多くの役割を担っていること
から，多忙化であり若手教員と十分なコミュニケーション
がはかれなかったり，適時適
切に指導ができなかったりす
る状況が見られる。これを打
破し，業務の効率化と効果的
な若手教員の支援のために，
サブミドルリーダー（若手支
援の兄姉的存在）制度(右図)で
若手教員支援を行った。気軽
に話せる存在としての先輩教員と協力しながら，ミドルリ
ーダー（学年主任），サブミドルリーダー，若手教員のトラ
イアングルをつくり，必要なときに必要なことを適宜相談
できるような体制であり，組織的に若手支援や人材育成シ
ステムである。同時に，このサブミドルリーダー制度は，こ
のような，若手教員支援を核としているものの，次世代リ
ーダーに育成を見据え，サブミドルリーダーのマネジメン
ト力やメンター的役割を早い段階から経験させることで学
校力向上や業務改善につながると考える。  
※この学校は，校長が「家族のような職員集団になろう」と
テーマを掲げて一人一人が父・母・兄・姉的な役割を担い，
若手支援・人材育成に取り組んでいる。 
 「厳しい指導をする存在，温かくフォローもする存在，そ
っと教えてくれる存在もいる」それぞれが役割を担って，
組織的な取組が進められている学校である。 

・若手教員は，事務作業に
時間がかかる傾向があ
る。この場面は，手を差し
伸べて教えて指導する，
この場面は，実際にさせ
てみて振り返りながら考
えるなど，状況と場面に
よって支援の仕方を柔軟
に変化させている。これ
は，常に，見守るサブリー
ダーの存在と的確なアド
バイスができるミドルリ
ーダーの連携があるから
だと考える。 
・若手教員支援は「時と場
合」に応じて「柔軟に」が
校長の考えである。それ
に応じて，主幹教諭は行
動を変化させる対応力が
必要である。 
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教
員
の
ペ
ア
リ
ン
グ
を
工
夫
し
たO

JT

研
修
の
取
組 

教員のキャリ
アステージに
応じた指導体
制を整備しな
ければならな
い現状がある。 
◇市校長会の
アンケートに
よると，経験４
年以下の若手
教員の在籍が
平均 30％以上
で，中には半数
を超える学校
が増加。また，
56％の校長が
喫緊に経験 4 年
以下の若手教
員を育成すべ
きと考えてい
る。 

教職員の職能成長を見据えた自立的教職員集団を育成する
ための意図的ペアリングを活用した取組 
〇初任者研修の内容に加え，OJT で実践的に学ぶ内容も教
員としての素養と実践力を高める上で大変重要である。こ
のペアリングは，学び手側にメリットがあるだけではなく，
教える側の先輩教員の学びを誘発することもねらってい
る。教員のキャリアステージを意識した意図的なペアリン
グにより，ペアでの自立的な学びが深められていくことが
期待される。 
＜ペアリングをつくる手順＞ 
①校長が教員一人一人の教職の素養や実践力を把握する。 
②経験年数や本人の能力や希望を考慮してペアをつくる。
ペアリングは若手教員に指導することだけを目的とせず，
若手教員支援とミドルリーダー育成を図り学校全体の人材
育成につなげていくことを念頭に置く。  
昨年度のペアリングの例（ア～ウ） 
ア 大卒後すぐの新採と 2 年次教員とのペアリング（同学
年何でも相談型） 

イ 講師経験のある新採と 5 年次教員とのペアリング（初
任研深化型） 

ウ 校務分掌人材育成に向けた 2 年次教員と中堅教員ペア
リング（校務分掌育成型） 

ペアリング活動における主幹教諭等ミドルリーダーの役割 
 主幹教諭等には，計画に基づき研修等が実施されている
か状況を掌握する力や，的確に進められているか進捗を管
理する力等が必要となる。任せたままの研修ではなく，迷
うペアにはよき相談者として，若い指導担当者（メンター）
の理解者・支援者として，寄り添いながらペアリング活動
をマネジメントすることが求められる。なお，このペアリ
ングによる研修は，年度当初からすぐに実践できるため，
若手教員支援に直結する取組である。 

主幹教諭は，個別に指導
にあたるのではなく，ペ
アリングのメンター役の
教員の支援に回り，多く
の若手教員の支援ができ
るようになる。主幹教諭
は，初任者だけではなく，
これからのリーダー候補
への支援もできるという
利点がある。また，初任者
研修だけではなく，学校
全体で人材育成に取り組
むこのペアリングという
組織的・個別的な対応を
行うことで，個々の力量
が確実に高まった。さら
に，このペアリングによ
る人材育成 OJT 研修のサ
イクルがうまく回りはじ
めたことで，職員間の結
びつきが強まった。 
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指
導
の
可
視
化
で
効
率
化
を
図
る
取
組 

若手教員にと
っては，初めて
の授業，初めて
の仕事である
という認識の
共有 
◇指導案の書
き方がわから
ず何時間も悩
む。 
◇初めての担
任，校務分掌で
何をすればよ
いかわからず
悩む。 

「統一」「マニュアル」「可視化」をキーワードに指導の効率
化と重点化を図る取組 
 若手教員が長時間勤務している原因は，業務量の多さよ
りも見通しをもって業務ができていないことにある。初め
ての職場で効率的に仕事をすることはむずかしいが，スム
ーズに行えるよう環境を整備することは，非常に重要な要
素である。そこで，主幹教諭は誰が，何に，どのように困っ
ているのかを情報を収集し，どのようなプロジェクトが必
要か考案できる力が求められている。 
 調査校では，経験の少ない若手教員が，業務や授業準備
の効率化を図るために，基本の型の統一や情報のデータベ
ース化を行うことなど，それぞれが一から作るのではなく，
すでにあるものを有効に活用できるよう整備することが求
められている。 
 例えば，調査校では，授業の学習過程を統一し，誰が授業
を行っても，指導できるようにする，生活指導や学習指導
の方法をマニュアル化しデータベース化する，指導案等も
簡略化しＡ４一枚に可視化するといった形に整理する取組
を行っている。 

・主幹教諭は，全体を見渡
す俯瞰力と現状を把握す
る力が必要である。どち
らも，常に，教職員の様子
をつぶさに観察し，業務
の効率化を自分事として
考え，若手教員支援につ
なげる。何を，どのよう
に，だれが実践すればよ
いかを考え，教職員をマ
ネジメントするのが主幹
教諭等の重要な役割であ
る。  
・若手教員からは授業モ
デルがあるので指導を受
けるときも，ポイントに
沿って指導してもらえる
のでわかりやすいと大変
好評である。 
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教
員
の
育
成
指
標
を
活
用
し
た
校
内
人
材
育
成
の
取
組 

OFF-JT 研修だ
けでは効果が
上がらず，OJT
研修を充実さ
せることによ
る人材育成が
求められてい
る。 
◇身につけて
おく資質・能力
が周知されて
おらず，同じ研
修が全員にな
されている。 
◇若手教員を
育てるミドル
リーダーの育
成が組織的に
なされていな
い。 

教員の育成指標を活用し，教員のキャリアステージごとに
もとられる資質・能力に沿って，校内での OJT 研修を意図
的・組織的に実施する。 
 教員の育成指標は，うまく活用が進んでいない状況にあ
る。育成指標の活用は自己の教職キャリアをデザインする
ための目標設定する際の道しるべであり，自分の進むべき
方向や獲得すべき資質・能力を明確にする上で有効なもの
である。初任者の時点から，身につけるべき資質・能力やど
のような姿を思い描きながらキャリアを積んでいけばよい
かが明確になることは，学び続ける教員として重要視され
るべきことである。このことが長い目で見たときの，若手
教員支援につながる。 
 調査校では，校長面談において育成指標が必ず活用されて
いる。経験年数に基づき求められる能力や役割が明確に示
された指標をもとに，PDCA が回されている。校長はトッ
プリーダーとして校内 OJT の総責任者，教頭はセカンドリ
ーダーとして OJT 推進責任者及び主幹教諭等の指導役，主
幹教諭は学校運営のミドルマネージャーとして OJT 指導
担当者や初任者指導を担うなど，果たす役割を明確にした
組織的な育成体制が構築されている。 

・主幹教諭等は，学校で若
手教員にとっての身近な
手本（ロールモデル）であ
る。授業，生徒指導など生
徒への関わりから組織運
営まで，若手教員は身近
な先輩教員の経験や行動
に学ぶことが多い。 
・育成指標を活用するこ
とで主幹教諭等のミドル
リーダー自身が，身につ
けておくべき資質・能力
を常に把握できた。育成
指標の全校的・継続的な
活用は，若手教員の支援
のみならず，学び続ける
教員としての姿勢及び学
校の組織力の向上につな
がっている。 
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若
手
教
員
の
発
想
で
企
画
す
る
研
修
会
の
取
組 

決められた研
修だけでは若
手教員の抱い
ている授業の
悩みは解決で
きない。 
◇初めて教え
る単元をどの
ように進める
かなど授業づ
くりで毎日悩
む。 
◇図画工作な
ど実技系の授
業の進め方な
どワンポイン
トレッスンを
受けたい。 

教員一人一人が抱えている悩みに即した研修を実施するこ
とは，若手教員の専門性を伸ばすことはもちろん，学び合
い支え合う職場環境づくりにもつながる。 
そのために，若手教員たちが研修内容から研修講師の依頼
まで企画・運営に関わるような研修会を実施することが人
材育成につながる。 
 調査校では，主幹教諭がアドバイザーとなって，若手教
員の悩みを解決するための研修会をどのように企画したら
よいか，助言を行う。 
 この学校の若手自主研修会は経験年数が 5 年以下の教員
を中心に，チームリーダーが若手研修年間計画，テーマ，講
師依頼まで，研修会メンバーで企画し，校内の先輩教師か
ら学ぶという形で，楽しみながら行う研修となっている。 
＜企画研修会を実施する効果＞ 
企画研修会を実施することで次のような効果がうまれる。 
①若手教員が悩んでいる課題や学びたい意欲が明確になる 
②先輩教員の知恵や技術が広がる 
③校内でのコミュニケーションが活発になる 
④時間を生み出す工夫がはじまる 
若手教員には「トライアル＆エラー」の意識をもたせ，試行
錯誤させる経験を積ませておくことが大事である。たとえ
うまくいかなくなっても，主幹教諭や先輩教員が支えるこ
とができる。若手教員が，主幹教諭や先輩教員を頼ってき
た際は，先輩教員としての身につけた専門性や指導力を発
揮し助言を行ったり，見守ったりすることで，お互いの関
係が深まっていく。つまり，挑戦させ，見守ることは，関係
の質を高めることにつながる。若手教員を成長させるには，
この関係の質を高める成長サイクルを推進することが大事
となる。若手教員は相談したいことがたくさんあり，先輩
教員は伝えら
れることをた
くさん持って
いる。それを主
幹教諭等ミド
ルリーダーが
コーディネー
トすることで，
研修の質・学び
の質・関係の質
が高まる。若手
教員に寄り添
い，先輩教員の
特長を見出し，
関係づける力
が主幹教諭に
は求められる。 

若手の頃から研修を企画
運営することに関わるこ
とで，企画力や連絡調整
力の育成につながる。校
内には高い専門性や経験
をもった先輩教員がいる
ことを若手教員は知って
いる。そのような先輩教
員から学ぶ機会をつくる
ことで職員のコミュニケ
ーションも一層活発にな
る。主幹教諭は若手教員
と先輩教員の架け橋とな
るコーディネーターの役
割を担い，裏方としての
役割になることで，若手
教員の力を伸ばすことに
つながった。 
 

9 

主
幹
教
諭
の
目
配
り
気
配
り
心
配
り
が
働
き
方
を
変
え
る
取
組 

若手教員は自
分から相談し，
先輩から支援
してもらうこ
とにためらい
をもっている
ことが多い。 
◇先輩教員た
ちのように手
際よく処理で
きないもどか
しさがある。 
◇「自分は〇〇
で困っていま
す」「助けてく
ださい」と言い
出せない。 

主幹教諭は，何気ない日常の変化を見逃さないことが重要
である。経験のある先生にとっては，当たり前のことであ
っても，初任者にとっては当たり前でないことが多い。そ
こで，教職員への声かけ，気遣い，様子チェックなど何気な
いことを継続して取り組むことが，働き方改革の小さな一
歩となる。 
(1) 働き方改革は，持続可能な取り組みである。教員は何

でも自分でやる，やらねばならないという責任感があ
る。しかし，自分がやること，人に任せてもいいことな
どを仕分ける力を与えることは，主幹教諭のマネジメ
ント力である。例えば，教育委員会から配置されたス
クール・サポート・スタッフの活用の促進のため，依頼
シートを作成したことが若手教員支援につながった。 

(2) 主幹教諭の雰囲気づくりが大切 
 主幹教諭と若手教員へのコミュニケーションの例 
 ・朝，あいさつを主幹教諭から率先している 
 ・1 日 1 回は全教職員に声をかける 
 ・若手教員の意見はしっかり聞くようにしている 
 ・雑談を含めて笑顔になるように，自ら元気よく話しか

ける 
 ・自ら範を示す形で行動するよう心がけている 

・元気や安心感であふれ
た学校は，教師も生き生
きと教育活動に取り組ん
でいる。心理的安全性が
高い職場環境をつくるこ
とは，チーム学校として
活動する上で基盤であ
る。 
・「〇〇先生は何か思い悩
んでいる」と若手教員の
変化を察知したり，周り
の先生に元気を与えた
り，主幹教諭の目配り・気
配り・心配りが若手教員
の安心感を醸成する。教
員の心理的安全性が確保
されることが，子どもた
ちへよい影響を与えてい
る。 
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一
部
教
科
担
任
制
（
小
学
校
専
科
）
導
入
の
取
組 

担任は時間に
余裕がないこ
とから，個業に
陥りやすい。 
◇学級担任が
一人で教材研
究や授業準備
を行うため多
くの時間を要
する。 
◇学年によっ
て週あたりの
授業コマ数に
差がある。特に
高学年担任の
時間数が多い
ため学級事務
や教材研究の
時間がとれな
い。 

教科担任制を導入することで，教員が専門性を発揮しやす
くなり，子供たちに対して指導が充実し，授業の質の向上
につながる。複数学級の授業を行うため，教員同士のコミ
ュニケーションが活発になる。 
 調査校ではこれまで，当然ではあるが学級担任は全ての
授業を受け持ち，授業準備から学級事務までのほとんどを
一人で行い，余裕はほとんど無い。高学年担任になるとさ
らに余裕時間がとれずに，時間外や持ち帰りの仕事が増え
る状況にあった。そこで教育課程や組織を見直し，一部の
教科担任制を導入した。この学校では担任と加配教員など
を活用して，理科を中心に 3 学年以上の学年で専科化を図
った。例えば，担任と指導法担当との授業コマ数を調整し
て教務担当主幹教諭が制作し，理科の時間は指導法の教員
に任せて，担任は学級事務処理や教材準備の時間にあてる
形になっている。今まで時間外に行っていた業務を時間内
に行えるようになった。主幹教諭（教務担当）による教育課
程の管理で，授業時間が平準化され，教員の働き方改革に
つながった。教育課程を管理する教務担当主幹教諭が学校
の課題に目を向け，アイデアと実行力をもって取り組むこ
とで，時間的余裕はもちろん，心理的余裕もうまれた。 

・指導法担当教員もマネ
ジメントされており，授
業準備を行った上で理科
の授業を行えるように時
間割が作成できた。また，
教科担任制(理科専科)の
授業の評価については，
担当した専科教員が行っ
た単元は，専科教員が評
価まで行うこととした。
そのことで，評価に関す
る担任負担は減り，時間
的・精神的なゆとりが生
まれた。 
・主幹教諭等は，若手教員
の意見を吸い上げるだけ
ではなく，企画から運営
まで思い切って若手教員
に任せてみることも大切
である。 
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働
き
方
改
革
に
関
す
る
「
校
内
研
修
」
・
「
職
員
ア
ン
ケ
ー
ト
」
で
教
員
の
参
画
意
識
を
高
め
る
取
組 

働き方改革は
トップダウン
だけでは実質
的な取組とし
て定着しない。 
◇今まで実施
してきたこと
は変えられな
いという意識
がある。 
◇取組に対す
る改善案があ
るが，それを話
し合う場がな
い。 

学校での業務において「同じような作業を何人もの人が行
っている」「毎年同じ文書を一から作成している」「丁寧す
ぎて時間がかかりすぎる」など，担当者や学年によって違
いが大きい。働き方改革においては，減らすことが目的で
はなく，業務の目的やゴール，例えば学力向上に向かって
学校組織として最適な作業デザインができているのかを職
員全員で見える化し，役割を分担し実行に移すというプロ
セスが大変重要である。 
（例 1）｢ムリ・ムダ・ムラ｣を見直す校内研修会「カエル会
議」(右図)  
校内研修会といっても授業や生
徒指導に関する研修ではなく，
「自らの働き方」について考える
のである。多忙というものの正体
を明確にすること，原点に立ち返
り，ムリ・ムダ・ムラの観点から
考える研修会である。 
 研修会では，学校業務を詳細に
見直しながら，教職員一人一人の
働くことへの意識や行事の在り
方等について皆で議論し，効果や
効率の面から検討し，実現できるものはすぐに実行してい
くことを念頭に話しあう。 
(例 2）｢ＫＡＩＺＥＮ｣アンケートでミドル・アップダウン・
マネジメント 
主幹教諭や指導教諭は，単なる伝達者ではなく，学校が抱
える課題について，創造力を働かせ，校長や教職員の願い
や考えを実行に移すミドル・アップダウン・マネジメント
の役割を担っている。例えば，下図のように，ただ働き方改
革に関する「KAIZEN」アンケートを実施するだけではな
く，校長の意図をわかりやすく教職員に伝えたり，教職員
の現状やアイディアを吸い上げ，提案として校長に進言し
たりする柔軟な調整役としての役割が重要である。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【カエル会議】 
「将来的価値」と「かかる
費用の観点」から学校の
教育活動全体を業務改善
の視点から見直す会議で
ある。ただ，価値がないで
はなく，改善することで
より効果のある取組にで
きないかを若手，中堅，ベ
テラン，管理職で考える
など学校における業務の
在り方を見直す取組であ
る。 
この働き方改革の取組の
リーダーを主幹教諭が務
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識を見直すことから始め
る。学校行事を「価値」と
「資源」の観点から，個人
で考え，グループで出し
合い，教職員全員で検討
し，効率化を図りながら
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役割モデルの構築による働き方改革への寄与に関する研究

　これら効果を上げている 12 の取組は，個→
チーム，受動→能動，踏襲→変革，受身型研修→
自立型研修へなどと従来の考えと大きな転換が見
られる。働き方改革と人材育成のような効果と効
率を同時に追い求めていくには，リーダーシップ
やマネジメントなど主幹教諭・指導教諭には様々
な力が求められている。そのリーダーシップにつ
いては，校長，主幹教諭・指導教諭，若手教員に
対して行った「主幹教諭・指導教諭に求められる
力」に関するインタビュー内容から分析してみ
る。リーダーシップ理論の１つであるＰＭ理論で
は，集団が機能するには，集団のもつ目的を遂
行・達成するための目標達成機能（performance 
function；P 機能）と，集団構成員同士のまとま
り，すなわち集団凝集性を維持しようとする集
団維持機能（maintenance function；M 機能）の
2 つが必要とされている。そこで，インタビュー
の際の「主幹教諭・指導教諭に求められる力に関
する発言内容」を P 機能（組織として目標の達

成や課題解決を図る機能）と M 機能（組織内の
人間関係を良好に保ち，チームワークを強化する
機能）の観点から整理したものが，下表 4 である

（同様の内容はまとめて記載）。
　校長のインタビューからは，目標達成機能であ
る校長のビジョンや学校の重点目標の達成に必要
な能力と集団維持機能である人間関係やチーム
ワークなどつながりを大事にすることを求めてい
ることがわかる。目標達成機能，集団維持機能の
両方がバランスよく備わっているリーダーをイ
メージしていることがわかる。主幹教諭・指導教
諭インタビューからは，校長が示すビジョンを達
成するために教職員へのリーダーシップが重要だ
と考えているが，組織における調整者としての意
識が多く見られ，自らが行動を起こすことで結果
につなげようとするリーダーシップが弱いことが
うかがえる。若手教員は，主幹教諭等に働く環境
の整備や授業支援など集団維持機能に力点が置か
れている発言が多く見られた。

表 4　3 者から見た主幹教諭・指導教諭に求められる力の整理
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表 4  3 者から見た主幹教諭・指導教諭に求められる力の整理 
 目標達成機能（P 機能） 集団維持機能（M 機能） 

校長のイン
タビュー(16
名) 

・校長が示したビジョンに対して，率先して取り
組む姿勢を教職員に示すこと。 
・教員のキャリア発達を意識した人材育成を計画
的に行うことが大事。 
・教職員のタイムマネジメントできる力を日頃か
ら育成する。 
・取組が「絵に描いた餅」とならないよう決めた
ことは徹底する。無理なことは実践しない。メリ
ハリが大事である。 
・決めたことは即実行に移し，ＰＤＣＡサイクル
を短く回しながら結果を出していく。 
・働き方改革と初任者研修を組み合わせ効率よく
実施していく。 
・ICT 機器など活用できるツールは積極的に取り
入れていく行動力がある。 

・働き方改革は物理的な業務量を減らすことと精
神的にサポートする両面を考えることができる。 
・一部の教員に頼るのではなく，チームとして取
り組むことを念頭に置いて仕事ができる。 
・「トップダウン」と「ボトムアップ」を効果的に
取り入れるなど職員の声を大事にする。 
・ミドル・アップダウン・マネジメントで学校運
営を行っていける対応力が必要。 
・個業ではなく協業を意識した取組を実施する。
学年セクトからの脱却を図りチームで取り組む
組織づくりを行う。 
・若手教員が中堅およびベテラン教員から，日常
的に気軽に学べる雰囲気づくりができる。 
・人材育成に自ら直接関わるだけではなく，仕事
を任せることも大事である。 

12 

中
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に
お
け
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任
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導
入
の
取
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今まで通りの
やり方に縛ら
れていては、新
たな発想やよ
り良い方法は
生まれない。 
◇中学校での
担任は主で生
徒を引っ張る，
副担任はサポ
ートするとい
う伝統的な役
割分担意識が
業務量の差を
生んでいる。 
◇担任は一人
で頑張らない
といけないと
いう孤立感に
拍車をかけて
いる傾向があ
る。 

若手教員を実践的に育て，困り感にも即対応できる 
２人担任制は，担任副担任という考えではなく，各学年配
属された 6 人の教員全員が，学級担任という立場で学級運
営等に関わる仕組みである。 
 ミドルリーダーである学年主任は，若手教員とペアにな
り，日々の学校生活を通して実践的に指導にあたる。また，
リーダーは，教員ペアの組み方，学級編成など学年のマネ
ジメントも行う。 
２人担任制のよさ 
・若手教員は，朝の会などの学級指導から学習指導まで 
経験が不足していることがある。その際，ベテランと若手
のペアを組むことで，日常的に OJT が実施できる。 
・担任は，生徒指導や保護者対応などを１人で取り組む 
ことが多い。2 人担任制では学級の生徒を複数の担任の 
目でとらえることから，子ども理解が進む。 
・若手教員が先輩の先生に頻繁に尋ねるのは，かなりハー
ドルが高い現状がある。その点，この取組は先輩と常に行
動を共にすることで，相談をする機会が増えることから若
手教員支援ではかなり効果がある。また，先輩教員は若手
が思い悩んでいることをすぐに察知できる。 
・２人担任制により，子どものノートチェックや面談など
２人で工夫すれば時間短縮と時間の有効活用につながる。 

この 2 人担任制を成功さ
せる上での鍵は主幹教諭
の管理・調整力である。 
具体的には，週 1 回は必
ず学年会の打合せ時間を
確保し，学級ペアの時間
割を合わせる教育課程の
管理を綿密に行うこと。
教師同士のコミュニケー
ションがうまくとれてい
るかを情報収集し続ける
こと。この学校では，2 人
担任制により教職員の親
和性の高まりが見られ
た。 
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3.4　調査結果から得られる示唆
　訪問調査活動を通して得られた取組事例やイン
タビュー結果から，働き方改革につながる若手教
員の支援に係る主幹教諭及び指導教諭の役割につ
いて，次の 3 つの役割が想定される。

（1 ）組織に変化を生み出し，柔軟に変化し続けら
れる組織づくりを行っていく役割

　＜求められる力や期待される行動＞
　従来の方法にとらわれない柔軟な発想とチーム
として目標達成するためのリーダーシップの発揮
である。主幹教諭はリーダーとして，集団の目標
達成に向け，自分が今何をするためにそこにいる
のか，何をしなくてはいけないのかを考えると同
時に，教員間の仕事や人間関係を調整できる存在
である必要がある。メンター制やチームを組織す
るという手段を用いて，成果につなげていく行
動が求められる。関連する取組事例は，（取組 1）
～（取組 5）である。

（2 ）学校の経営ビジョンに基づき，戦略的・継続
的に人材育成を推進していく役割

　＜求められる力や期待される行動＞
　学校のキーパーソンとして，経営ビジョンを分
析し，実現可能な具体的取組を考え，問題解決に
つなげるマネジメント力の発揮である。主幹教諭
は，管理職と教職員のパイプ役として，主体性を
発揮することが求められる。ミドル・アップダウ
ン・マネジメントの役割を担い，教職員を巻き込
みながら教員の自立性の育成に貢献していくこと

が期待される。明確な目標と強い意志を持ちなが
らも，様々な状況に対応できる柔軟性が必要であ
る。関連する取組事例は，（取組 6）～（取組 9）
である。

（3 ）個々の教員の能力が最大限発揮できる環境を
構築していく役割

　＜求められる力や期待される行動＞
　職場の人間関係を良好に保ち，安心して仕事に
取り組むことができる働き方改革の基盤となる環
境を構築していくことである。チームを編成して
も，一人一人が自分の業務をこなすだけでは，集
団としての目標達成には至らない。学校現場で
は，複雑な事象や予期できない事象に個としてだ
けでは対応できない状況である。その際，周りは
悩みを聞いてくれる，困ったことは相談できると
いう教員同士が相互に依存し，尊敬し合える関係
性の構築が働く上での基盤と言える。つまり，同
僚性の構築が不可欠である。ロールモデル（手
本）がいること，すぐに指導や助言を受けられる
環境が整っていることは，若手教員にとって心理
的安定をもたらすと言える。そのためにも，学校
全体に余裕がうまれるよう学校の経営資源を見定
め，「選択と集中」による取組を実行する力が求
められている。関連する取組事例は，（取組 10）
～（取組 12）である。
　これらの若手教員の支援に係る主幹教諭及び指
導教諭の役割を図示したものが次項図 1 である。

・全教員が講師となる研修会など企画力がある。 
・自立した教員を育てていくことが自らの役割で
あると人材育成のビジョンを持っている。 
・経営意識と現場感覚を併せ持った主幹教諭（ミ
ドルリーダー）が必要である。 
・主幹教諭は取組の具現化を図り，明確な指示が
出せるような発信力が必要。 

・中堅およびベテラン教員と若手教員との「メン
ター・メンティ制度」を実践する。 
・若手にもある程度の役割を与え，部会等で助言
する立場を経験させる。 
・職員から信頼され，気軽に相談に応じられる余
裕がある。 

主幹教諭・ 
指導教諭の
インタビュ
ー(11 名) 

・学校経営ビジョンを具現化する力が求められて
いる。そのためには，学校の実態や職員の動きを
しっかりと把握しておく感覚が必要である。 
・働き方改革を実行する上で，今まで取り組んで
きたことが本当に必要なのか改善する余地はな
いのかを見直し判断する力が必要である。 
・学校の組織力を上げ目標達成に向け取り組むこ
とが求められている。 
・主幹教諭が率先垂範を通して，教員を引っ張る
リーダーシップが必要である。 
 

・スクール・サポート・スタッフや外部人材と教
職員の連携などチームとして全体を見渡しなが
らマネジメントできる。 
・教職員に寄り添いながら意見を吸い上げ，改革
に取り組むことができる。 
・主幹教諭等ミドルリーダーは管理職と教員をつ
なぐ役割。 
・主幹教諭には全体を見渡しながら，個に意識を
向けるという二つの役割を同時に果たすことが
必要。 
・コミュニケーションが生まれる環境整備ができ
ることが必要。 
・職員室内の風通しをよくするための気配りが大
切である。 

若手教員の
インタビュ
ー（8 名） 

・教科指導や学級経営のノウハウなどを学びたい
ので先輩教員の授業を参観する時間を調整し，生
み出してくれる存在。 
・その日やることをやり終えることが精一杯で時
間管理や業務の仕方を教えてくれる存在。 
 

・初任者や若手教員は一人で抱え込むことが多い
ので寄り添ってくれる存在。 
・教職員同士で何でも気軽に話せる雰囲気がある
と様々なことを相談しやすくなるので場の設定
をしてくれる存在。 
・この先生に頼ればなんとかしてくれるという頼
れる存在。 
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4．まとめ及び今後の課題
　働き方改革の推進と若手教員支援等の人材育成
の取組は，一見相反する取組であると感じること
もあるが，いまの学校にはどちらも不可欠なこと
である。これらの取組をスピード感をもって前に
進めていくには，一人のスーパーティーチャーに
頼るような属人的な取組ではなく，個人の力を結
集し学校がチームとしてその力を発揮していける
ような組織的，循環的な取組こそが効果を上げて
いる。本研究では，働き方改革や若手教員支援の
取組等について，校長，主幹教諭・指導教諭，若
手教員の方々から直接思いや具体的取組の話を聞
き，校長の経営ビジョンに基づいた実態（地域，
校種，規模，年齢構成等）に基づく特徴的な実践
を 12 の取組事例に整理できたことは価値がある。
トップリーダーである校長がビジョンを示し，短
期・中期・長期にわたる取組が継続的に行われる
ことが必要である中核となるリーダーを柱に実践
していけば，徐々にではあるが必ず学校へ変容し
始めることも明らかになった。その担い手こそが
主幹教諭・指導教諭である。主幹教諭・指導教諭
は，学校の課題解決に向けたリーダーシップを発
揮し機能する組織をつくり実行すること，目標達
成に向けた若手教員の自主性を育てる戦略的・継
続的なマネジメントを実践すること，働く基盤と
して個々の教員の能力が最大限発揮できる環境を
構築していくことの 3 つの役割として見い出せた
ことは本研究の意義と言える。
　働き方改革や人材育成などの取組はそれぞれ単

独に考えるのではなく，既存の組織や力を利用で
きないか，組み合わせたり変更したり工夫する
ことで今まで以上の力を発揮できないかを考え
るミッションを明確にする「縦（校長 - 主幹教諭
- 教員）」をつなぐ役割が主幹教諭にはある。ま
た，取組は明確になったが，どのように実行する
のか，誰が主務者なのかなど，取組を広げる「横

（主幹教諭から教員への同心円の中心）」に広げる
役割がある。訪問した学校では，主幹教諭はこの
ような縦のつなぎと横の広がりをうまく見定めな
がら校務運営を行っている。そして何より，人が
動くにはコミュニケーションを図ることが大事で
ある。Ｐ . Ｆ . ドラッカー（2006）は，「コミュニ
ケーションを成立させるのは受け手である」と
し，｢組織においてコミュニケーションは単なる
手段ではない。それは組織の在り方である｣ と述
べている。だからこそ，人を動かす主幹教諭及び
指導教諭にはコミュケーション能力が重要であ
り，これを中核に据えた主幹教諭及び指導教諭の
職能開発を計画的・継続的に育成することも若手
教員支援と同様，重要な課題と言える。
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